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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第147期

第２四半期
連結累計期間

第148期
第２四半期
連結累計期間

第147期

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年９月30日

自 2022年４月１日
至 2022年９月30日

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

売上高 (千円) 5,473,632 5,955,814 11,030,255

経常利益 (千円) 458,032 291,183 785,781

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 258,936 157,342 548,678

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 296,995 268,524 584,623

純資産額 (千円) 11,273,026 11,577,889 11,510,651

総資産額 (千円) 16,291,056 16,880,834 16,846,209

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 1.88 1.15 3.99

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 66.5 65.8 65.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 363,023 205,662 676,608

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △132,319 △401,090 209,410

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △417,295 △105,056 △528,039

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 2,136,921 2,458,247 2,689,632
 

 

回次
第147期

第２四半期
連結会計期間

第148期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2021年７月１日
至 2021年９月30日

自 2022年７月１日
至 2022年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 0.78 0.48
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると

認識している主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要

な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

　

(１)財政状態及び経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症による悪化影響が緩和してきたも

のの、急激な円安や原油をはじめとする資源価格の高騰に伴う世界的なインフレなどの懸念材料から先行きは不透

明な状況となっております。

当社グループの主要取引先である自動車業界においては、半導体需給の逼迫や部品供給の混乱でメーカーの稼働

調整が継続しており、先行きの生産活動が見通しづらい状況となっております。

当社グループにおいては、状況に応じて必要な感染対策を講じながら、経費削減及び営業力の強化等により業績

の向上に努めております。

その結果、当第２四半期の経営成績は、売上高5,595百万円（前年同四半期比2.2％増）、営業利益267百万円（前

年同四半期比40.6％減）、経常利益291百万円（前年同四半期比36.4％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益

は、157百万円（前年同四半期比39.2％減）となりました。

 

セグメント別の経営成績は、次のとおりであります。

 

（金属製品事業）

金属製品事業におきましては、在庫調整等により受注が落ち込んだことや、原材料等の価格上昇により、売上高

は3,784百万円（前年同四半期比0.4％減）、営業利益は223百万円（前年同四半期比43.1％減）となりました。

 
（電線・ケーブル事業）

電線・ケーブル事業におきましては、受注が堅調に推移しましたが、原材料等の価格上昇により、売上高は766百

万円（前年同四半期比11.1％増）、営業利益は33百万円（前年同四半期比4.9％減）となりました。

 
（不動産事業）

保有不動産におきましては、安定した稼働率の確保に努めており、売上高は113百万円（前年同四半期比5.1％

減）、営業利益は52百万円（前年同四半期比12.4％減）となりました。

 

（化成品事業）

化成品事業におきましては、受注が堅調に推移した結果、売上高は907百万円（前年同四半期比8.1％増）、営業

利益は70百万円（前年同四半期比11.0％増）となりました。

 
（その他の事業）

その他の事業については、売電事業から構成されており、売上高は24百万円（前年同四半期比8.4％減）、営業利

益は７百万円（前年同四半期比29.3％減）となりました。
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財政状態は、次のとおりであります。

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて60百万円（0.7％）減少し、8,224百万円となりました。これは、商品及

び製品が89百万円、原材料及び貯蔵品が57百万円増加し、現金及び預金が231百万円減少したこと等によるものであ

ります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて94百万円（1.1％）増加し、8,656百万円となりました。これは、有形固

定資産のその他（純額）が88百万円増加したこと等によるものであります。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて37百万円（1.2％）増加し、3,290百万円となりました。これは、短期借

入金が122百万円増加し、未払法人税等が48百万円減少したこと等によるものであります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて70百万円（3.4％）減少し、2,012百万円となりました。これは、長期借

入金が91百万円減少したこと等によるものであります。

（純資産）

純資産は、前連結会計年度末に比べて67百万円（0.6％）増加し、11,577百万円となりました。これは、為替換算

調整勘定が86百万円、利益剰余金が20百万円、自己株式が49百万円増加したこと等によるものであります。

 
(２)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物の期末残高は、2,458百万円（前連結会計年度末2,689

百万円）となり、231百万円の減少となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は205百万円（前第２四半期連結累計期間末は363百万円の増加）となりました。

収入の主な内訳は、税金等調整前四半期純利益292百万円、減価償却費193百万円であり、支出の主な内訳は、棚

卸資産の増加142百万円等であります。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は401百万円（前第２四半期連結累計期間末は132百万円の減少）となりました。

支出の主な内訳は有形固定資産の取得による支出183百万円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支

出153百万円等であります。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は105百万円（前第２四半期連結累計期間末は417百万円の減少）となりました。

収入の主な内訳は、短期借入金の純増減額120百万円、長期借入金による収入90百万円であり、支出の主な内訳は

配当金の支払額136百万円等であります。

 
(３)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

 
(４)研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、30百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 240,000,000

計 240,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2022年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2022年11月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 143,611,765 143,611,765
東京証券取引所
スタンダード市場

完全議決権株式であり権
利内容に制限のない標準
となる株式であります。
単元株式数は100株であ
ります。

計 143,611,765 143,611,765 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

　(ライツプランの内容)

該当事項はありません。

 

(その他の新株予約権等の状況)

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年９月30日 ― 143,611 ― 90,000 ― 1,178,670
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(5) 【大株主の状況】

2022年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式(自己
株式を除く。)の
総数に対する所
有株式数の割合

(％)

VTホールディングス株式会社 名古屋市中区錦３丁目10-32 47,300 34.84

久保  和喜 三重県四日市市 7,100 5.23

株式会社前島電気工業社 静岡県浜松市東区植松町1467-5 4,000 2.95

中山　啓二 東京都世田谷区 2,926 2.16

有限会社久和インベストメント 三重県四日市市日永字口山5380番地156 2,550 1.88

株式会社Ａ.Ｉ.Ｓ建築設計 東京都品川区北品川６丁目１－１２ 2,324 1.71

有限会社和久インベストメント 三重県四日市市日永字口山5380番地156 2,200 1.62

渡邉　昌子 東京都杉並区 1,961 1.44

楽天証券株式会社 東京都港区南青山２丁目６番21号 1,844 1.36

山本　雅史 名古屋市千種区 1,800 1.33

計 － 74,006 54.52
 

 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2022年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 7,865,200
 

 

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 135,735,900
 

 

1,357,359 同上

単元未満株式 普通株式 10,665
 

 

― 同上

発行済株式総数  143,611,765
 

 

― ―

総株主の議決権 ― 1,357,359 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が 3,700株(議決権37個)含ま

れております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式７株が含まれております。
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② 【自己株式等】

  2022年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ヤマシナ

京都市山科区東野狐藪町
16番地

7,865,200 － 7,865,200 5.48

計 ― 7,865,200 － 7,865,200 5.48
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2022年７月１日から2022年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2022年４月１日から2022年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、ひびき監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,656,496 2,425,097

  受取手形及び売掛金 2,529,589 2,520,882

  電子記録債権 722,951 699,683

  商品及び製品 984,424 1,074,145

  仕掛品 551,256 580,874

  原材料及び貯蔵品 682,101 740,056

  その他 161,007 187,220

  貸倒引当金 △2,762 △3,167

  流動資産合計 8,285,065 8,224,793

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 1,423,061 1,407,427

   土地 5,229,888 5,229,888

   その他（純額） 1,070,328 1,159,043

   有形固定資産合計 7,723,277 7,796,359

  無形固定資産   

   のれん 26,378 21,272

   その他 40,934 36,873

   無形固定資産合計 67,312 58,146

  投資その他の資産   

   その他 779,010 810,873

   貸倒引当金 △8,457 △9,337

   投資その他の資産合計 770,553 801,536

  固定資産合計 8,561,144 8,656,041

 資産合計 16,846,209 16,880,834

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 1,469,723 1,474,001

  短期借入金 ※  705,428 ※  828,221

  未払法人税等 136,468 87,554

  賞与引当金 143,963 125,634

  株主優待引当金 11,267 9,678

  その他 786,035 765,662

  流動負債合計 3,252,887 3,290,752

 固定負債   

  長期借入金 150,918 59,390

  退職給付に係る負債 567,651 584,274

  役員退職慰労引当金 45,250 47,470

  資産除去債務 113,904 114,019

  その他 1,204,945 1,207,038

  固定負債合計 2,082,669 2,012,192

 負債合計 5,335,557 5,302,945
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 90,000 90,000

  資本剰余金 6,433,020 6,433,020

  利益剰余金 3,415,012 3,435,884

  自己株式 △331,730 △381,727

  株主資本合計 9,606,302 9,577,177

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 21,704 12,952

  土地再評価差額金 1,429,321 1,429,321

  為替換算調整勘定 7,299 93,945

  その他の包括利益累計額合計 1,458,325 1,536,219

 非支配株主持分 446,023 464,492

 純資産合計 11,510,651 11,577,889

負債純資産合計 16,846,209 16,880,834
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

売上高 5,473,632 5,595,814

売上原価 ※1  4,211,721 ※1  4,453,535

売上総利益 1,261,911 1,142,278

販売費及び一般管理費 ※2,※3  811,163 ※2,※3  874,325

営業利益 450,748 267,952

営業外収益   

 受取利息 1,666 1,761

 受取配当金 1,182 2,705

 為替差益 － 16,383

 その他 14,452 10,702

 営業外収益合計 17,301 31,553

営業外費用   

 支払利息 3,479 3,280

 支払手数料 1,119 2,693

 その他 5,418 2,348

 営業外費用合計 10,017 8,322

経常利益 458,032 291,183

特別利益   

 固定資産売却益 700 2,379

 特別利益合計 700 2,379

特別損失   

 固定資産除却損 711 1,222

 特別損失合計 711 1,222

税金等調整前四半期純利益 458,021 292,341

法人税、住民税及び事業税 163,366 115,809

法人税等合計 163,366 115,809

四半期純利益 294,654 176,531

非支配株主に帰属する四半期純利益 35,717 19,189

親会社株主に帰属する四半期純利益 258,936 157,342
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

四半期純利益 294,654 176,531

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △3,524 △10,051

 為替換算調整勘定 5,864 102,044

 その他の包括利益合計 2,340 91,992

四半期包括利益 296,995 268,524

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 261,729 235,236

 非支配株主に係る四半期包括利益 35,266 33,288
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 458,021 292,341

 減価償却費 204,609 193,875

 のれん償却額 5,105 5,105

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,271 404

 賞与引当金の増減額（△は減少） 39,894 △18,984

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 19,142 16,336

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6,300 2,219

 株主優待引当金の増減額（△は減少） △3,252 △1,588

 受取利息及び受取配当金 △2,849 △4,466

 支払利息 3,479 3,280

 助成金収入 △41,563 △31,482

 固定資産売却損益（△は益） △700 △2,379

 固定資産除却損 711 1,222

 売上債権の増減額（△は増加） △9,328 51,422

 棚卸資産の増減額（△は増加） △290,997 △142,628

 仕入債務の増減額（△は減少） 61,180 △11,113

 未払金の増減額（△は減少） △1,229 9,977

 未払消費税等の増減額（△は減少） △12,281 △27,046

 その他 △5,238 △50,908

 小計 429,732 285,585

 利息及び配当金の受取額 3,447 5,065

 利息の支払額 △3,467 △3,428

 助成金の受取額 46,450 30,252

 法人税等の支払額 △113,139 △128,200

 法人税等の還付額 － 16,387

 営業活動によるキャッシュ・フロー 363,023 205,662

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △136,540 △183,261

 有形固定資産の売却による収入 729 2,386

 無形固定資産の取得による支出 △1,500 △1,604

 投資有価証券の取得による支出 △902 △2,033

 投資有価証券の売却による収入 100 －

 貸付金の回収による収入 103 105

 リース用資産の取得による支出 － △70,824

 リース債権の回収による収入 5,690 7,842

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

－ ※2  △153,700

 投資活動によるキャッシュ・フロー △132,319 △401,090
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           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △100,000 120,000

 長期借入れによる収入 － 90,000

 長期借入金の返済による支出 △79,044 △82,946

 リース債務の返済による支出 △40,337 △30,696

 自己株式の取得による支出 △49,998 △49,996

 配当金の支払額 △138,060 △136,597

 非支配株主への配当金の支払額 △9,855 △14,819

 財務活動によるキャッシュ・フロー △417,295 △105,056

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,944 69,098

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △183,647 △231,385

現金及び現金同等物の期首残高 2,320,568 2,689,632

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  2,136,921 ※1  2,458,247
 

EDINET提出書類

株式会社ヤマシナ(E01369)

四半期報告書

15/24



【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第２四半期連結累計期間

(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

税金費用の計算 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

また、見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結

果となる場合には、重要な加減算項目を考慮し、法定実効税率を使用して計算

しております。
 

 

(追加情報)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

新型コロナウイルス感染症の影響に関する一定の仮定については、前連結会計年度の有価証券報告書における

（重要な会計上の見積り）に記載した内容から重要な変更を行っておりません。

 
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※ 当座貸越契約

当社グループは、資金調達の機動性を高めるため、取引銀行と当座貸越契約を締結しております。これらの契約

に基づく当第２四半期連結会計期間末の借入金未実行残高は、次の通りであります。

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

当座貸越限度額 2,223,575千円 2,234,180千円

借入実行残高 705,428千円 828,221千円

差引額 1,518,146千円 1,405,958千円
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１　製品製造原価に含まれる雇用調整助成金の内訳は、次のとおりであります。

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い一時帰休を実施し、休業手当を製品製造原価としております。

当該休業手当について政府から受ける雇用調整助成金については、申請額を製品製造原価から控除しており

ます。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

休業手当 24,666千円 22,680千円
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※２　販売費及び一般管理費に含まれる雇用調整助成金の内訳は、次のとおりであります。

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い一時帰休を実施し、休業手当を給料手当としております。

当該休業手当について政府から受ける雇用調整助成金については、申請額を給料手当から控除しておりま

す。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

休業手当 13,522千円 9,006千円
 

 
※３ 販売費及び一般管理費の主なもの

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
 至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
 至 2022年９月30日)

給料手当 289,045千円 308,230千円

賞与引当金繰入額 36,159千円 38,143千円

退職給付費用 14,092千円 10,024千円

役員退職慰労引当金繰入額 6,300千円 2,219千円

貸倒引当金繰入額 △1,170千円 404千円

株主優待引当金繰入額 4,620千円 5,633千円
 

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
 至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
 至 2022年９月30日)

現金及び預金 2,103,800千円 2,425,097千円

その他（流動資産） 33,120千円 33,149千円

現金及び現金同等物 2,136,921千円 2,458,247千円
 

 
※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

当連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

当連結会計年度における「連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出」は、前連結会計年度において

株式の取得により新たに連結子会社となった中国山科サービス株式会社の株式取得代金の支出であります。
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年５月10日
取締役会

普通株式 137,800 1.0 2021年３月31日 2021年６月11日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 
当第２四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年５月９日
取締役会

普通株式 136,470 1.0 2022年３月31日 2022年６月10日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分析情報

      (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
(注)

合計
金属製品事

業
電線・ケー
ブル事業

不動産事業 化成品事業 計

売上高        

顧客との契約から生じる収益 3,798,115 689,847 － 839,754 5,327,717 26,535 5,354,252

その他の収益 － － 119,379 － 119,379 － 119,379

  外部顧客への売上高 3,798,115 689,847 119,379 839,754 5,447,097 26,535 5,473,632

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

306 － － － 306 － 306

計 3,798,422 689,847 119,379 839,754 5,447,403 26,535 5,473,938

セグメント利益 393,799 35,182 60,066 63,847 552,895 10,577 563,473
 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、売電事業であります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

 (単位：千円)

利益又は損失 金額

報告セグメント計 552,895

「その他」の区分の利益 10,577

セグメント間取引消去 2,808

全社費用(注) △115,532

四半期連結損益計算書の営業利益 450,748
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分析情報

      (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
(注)

合計
金属製品事

業
電線・ケー
ブル事業

不動産事業 化成品事業 計

売上高        

顧客との契約から生じる収益 3,784,061 766,316 － 907,790 5,458,168 24,296 5,482,464

その他の収益 － － 113,349 － 113,349 － 113,349

  外部顧客への売上高 3,784,061 766,316 113,349 907,790 5,571,518 24,296 5,595,814

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

84 － － － 84 － 84

計 3,784,145 766,316 113,349 907,790 5,571,602 24,296 5,595,898

セグメント利益 223,881 33,450 52,609 70,841 380,783 7,481 388,265
 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、売電事業であります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

 (単位：千円)

利益又は損失 金額

報告セグメント計 380,783

「その他」の区分の利益 7,481

セグメント間取引消去 2,808

全社費用(注) △123,120

四半期連結損益計算書の営業利益 267,952
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

 １株当たり四半期純利益 1円88銭 1円15銭

   (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 258,936 157,342

    普通株主に帰属しない金額 ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期
   純利益(千円)

258,936 157,342

   普通株式の期中平均株式数(千株) 137,697 136,325
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。　

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2022年11月7日

株式会社ヤマシナ

取締役会  御中

 

ひびき監査法人
 

大阪事務所
 

 
 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士 安　　岐   浩　　一  

 

 

業務執行社員  公認会計士 小   林　 　　　裕  
 

 

 監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヤマシ

ナの2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2022年７月１日から2022年９

月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヤマシナ及び連結子会社の2022年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
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められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上

 
 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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